
別添様式２

（都道府県名：北海道）
１．収益性の向上効果
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評価対象事業
のうち、都道
府県が事業実
施主体へ改善
指導を必要と
した事業数

地方農政局等
から都道府県
計画の改善指
導の必要の有
無

都道府県による総合所見 地方農政局等による総合所見

平成28年度 67 21 46

平成29年度 75 8 67

平成30年度 41 35 6

令和元年度 78 76 2

注１：事業実施数は、事業を実施した取組主体数を計上すること。

 　２：評価対象事業数は、報告年度において、増頭羽数の効果又は収益性の向上効果の評価対象となる事業数（取組主体数）を計上すること。

 　３：２．収益性の向上効果は、目標年度の翌年度に評価報告があったときのみ記載する。

　 ４：目標の平均達成率は、都道府県において実施した各事業(取組主体）で掲げている成果目標又は事業実施後の効果の達成率の平均値とする。

　 ５：平成28年度補正予算以降の事業については、１．増頭羽数等の効果を削除し、２．収益性の向上効果を１．収益性の向上効果とする。

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（施設整備事業）の評価結果

86.0% 47 有

平均達成率は90%を下回っ
た。取組主体からの評価を受
け、成果達成に向けて適切な
指導を行っていく。

道の平均達成率が９割に満た
なかったため、道に対して、①
計画に則した適正規模の飼
養及び施設の整備、②家畜
飼養衛生管理の徹底、③飼
養規模に見合う労働力の確
保などを事業実施主体に対す
る指導を求めるとともに、改善
状況の報告を依頼する。


